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（
法
務
委
員
会
）

担
保
物
権
及
び
民
事
執
行
制
度
の
改
善
の
た
め
の
民
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
一
〇
二
号
）

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

本
法
律
案
は
、
抵
当
権
等
の
担
保
物
権
の
規
定
を
整
備
し
、
か
つ
、
担
保
権
の
実
行
手
続
そ
の
他
の
執
行
手
続
の
実
効
性
を

向
上
さ
せ
る
た
め
、
短
期
賃
貸
借
制
度
の
廃
止
、
民
事
執
行
法
上
の
保
全
処
分
等
の
要
件
の
緩
和
、
扶
養
等
の
義
務
に
係
る
債

権
に
基
づ
く
強
制
執
行
に
お
け
る
特
例
の
創
設
等
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り

で
あ
る
。

第
一

担
保
物
権
に
関
す
る
改
正

一
、
雇
人
給
料
の
先
取
特
権

民
法
第
三
〇
八
条
の
雇
人
給
料
の
先
取
特
権
の
被
担
保
債
権
の
種
類
及
び
範
囲
を
拡
大
し

雇
用
関
係
の
先
取
特
権
は

、

、

債
務
者
と
使
用
人
と
の
間
の
雇
用
関
係
に
基
づ
い
て
生
じ
た
債
権
に
つ
い
て
存
在
す
る
も
の
と
す
る
。

二
、
抵
当
権

１

不
動
産
の
収
益
に
対
す
る
抵
当
権
の
効
力
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抵
当
権
は
、
そ
の
被
担
保
債
権
に
つ
き
不
履
行
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
後
に
生
じ
た
抵
当
不
動
産
の
天
然
果
実
及

び
法
定
果
実
に
も
及
ぶ
も
の
と
す
る
。

２

抵
当
権
消
滅
請
求

抵
当
不
動
産
に
つ
き
所
有
権
を
取
得
し
た
第
三
者
に
限
り
、
抵
当
権
消
滅
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

一
括
競
売

土
地
の
抵
当
権
者
は
、
抵
当
権
設
定
後
に
抵
当
地
に
建
物
が
築
造
さ
れ
た
場
合
は
、
抵
当
権
設
定
者
以
外
の
者
が
そ

の
建
物
を
築
造
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
建
物
を
抵
当
地
と
と
も
に
競
売
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
建
物
所
有

者
が
抵
当
地
の
占
有
に
つ
い
て
抵
当
権
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
を
有
す
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

４

短
期
賃
貸
借

抵
当
権
に
後
れ
る
賃
貸
借
は
、
そ
の
期
間
の
長
短
に
か
か
わ
ら
ず
、
抵
当
権
者
及
び
競
売
に
お
け
る
買
受
人
に
対

抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

登
記
し
た
賃
貸
借
は
、
こ
れ
に
優
先
す
る
す
べ
て
の
抵
当
権
者
が
同
意
を
し
、
そ
の
同
意
に
つ
い
て
登
記
が
さ
れ

た
と
き
は
、
当
該
抵
当
権
者
及
び
競
売
に
お
け
る
買
受
人
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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抵
当
権
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
賃
貸
借
に
よ
り
建
物
を
占
有
す
る
者
に
対
し
て
は
、
建
物
の
競
売
に
よ

り
そ
の
所
有
権
が
買
受
人
に
移
転
し
た
時
か
ら
六
か
月
間
の
明
渡
猶
予
期
間
を
与
え
る
。

５

根
抵
当
権

根
抵
当
権
者
は
、
元
本
確
定
期
日
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
い
つ
で
も
元
本
の
確
定
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

第
二

民
事
執
行
制
度
に
関
す
る
改
正

一
、
い
わ
ゆ
る
占
有
屋
等
に
よ
る
不
動
産
執
行
妨
害
へ
の
対
策

１

民
事
執
行
法
上
の
保
全
処
分
に
関
し

発
令
要
件
の
緩
和

相
手
方
の
特
定

公
示
保
全
処
分
等
に
つ
い
て
定
め
る

、

、

、

。

２

不
動
産
の
引
渡
し
等
の
強
制
執
行
の
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
承
継
執
行
文
に
お
け
る
承
継
人
等
の
特
定
、
明
渡
し

の
催
告
等
に
つ
い
て
定
め
る
。

二
、
強
制
執
行
の
実
効
性
の
確
保

１

間
接
強
制
の
適
用
範
囲
の
拡
大

物
の
引
渡
債
務
に
つ
い
て
の
強
制
執
行
及
び
代
替
執
行
の
方
法
に
よ
っ
て
強
制
執
行
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
作
為
又
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は
不
作
為
債
務
に
つ
い
て
の
強
制
執
行
は
、
間
接
強
制
の
方
法
に
よ
っ
て
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２

財
産
開
示
手
続

債
務
者
の
財
産
開
示
の
手
続
を
創
設
し
、
申
立
権
者
、
手
続
の
開
始
要
件
、
手
続
の
概
要
等
に
つ
い
て
定
め
る
。

３

少
額
定
期
給
付
債
務
の
履
行
確
保

扶
養
等
の
義
務
に
係
る
定
期
金
債
権
に
つ
い
て
の
強
制
執
行
に
お
い
て
は
、
弁
済
期
の
到
来
し
た
定
期
金
に
つ
い
て

の
差
押
え
と
同
時
に
、
弁
済
期
の
到
来
し
て
い
な
い
定
期
金
に
つ
い
て
の
差
押
え
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

三
、
そ
の
他

１

不
動
産
担
保
権
の
実
行
の
方
法
と
し
て
、
不
動
産
競
売
の
ほ
か
に
、
担
保
不
動
産
収
益
執
行
の
手
続
を
創
設
し
、
こ

れ
に
つ
い
て
は
、
強
制
管
理
の
規
定
を
準
用
す
る
。

２

差
押
え
が
禁
止
さ
れ
る
金
銭
の
範
囲
を
、
標
準
的
な
世
帯
の
二
か
月
間
（
現
行
一
か
月
間
）
の
必
要
生
計
費
を
勘

案
し
て
政
令
で
定
め
る
額
の
金
銭
に
拡
大
す
る
。

差
押
え
が
禁
止
さ
れ
る
食
糧
及
び
燃
料
の
範
囲
を
、
一
か
月
間
（
現
行
二
か
月
間
）
の
生
活
に
必
要
な
食
糧
及
び

燃
料
に
縮
小
す
る
。
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な
お
、
本
法
律
案
は
、
衆
議
院
に
お
い
て
、
建
物
賃
借
人
に
対
す
る
建
物
明
渡
猶
予
期
間
を
「
六
か
月
」
に
延
長
す
る
等
の

修
正
が
行
わ
れ
た
。


